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経済財政運営と改革の基本方針 2023 

加速する新しい資本主義 

～未来への投資の拡大と構造的賃上げの実現～（抄） 

（令和５年６月 16日閣議決定） 

 

第２章 新しい資本主義の加速 
 

３．少子化対策・こども政策の抜本強化 

（こども大綱の取りまとめ） 

 （略） 

こどもホスピスの全国普及に向けた取組を進めるとともに、家庭・教育・医療・

保健・福祉の連携の下、発達障害児や強度行動障害を有する児童、医療的ケア児

を始めとする全ての障害のあるこどもへの支援体制の整備等、多様なニーズを

有するこどもの地域の支援基盤の強化を図る。 

（略） 

 

（共生・共助社会づくり） 

 （略） 

 さらに、認知症の人や家族に対する支援、障害者の地域生活の支援、生涯学習

の推進、就労支援、情報コミュニケーション等に対する支援、官民協働の支援体

制構築等困難な問題を抱える女性支援の強化、労働者協同組合の活用促進、成年

後見制度を含めた総合的な権利擁護、無戸籍者の解消、性的マイノリティに関す

る正しい理解や社会全体が多様性を受け入れる環境づくりの促進等を図る。 

 （略） 

 

５．地域・中小企業の活性化 

（文化芸術・スポーツの振興） 

 （略） 

 舞台芸術の地方公演等での統括団体等を通じた総合的な活動支援等1を含め、

こどもや障害者等の文化芸術教育、鑑賞・体験機会の充実を図る。 

 （略） 

  

 
1 劇場・音楽堂等への支援を含む。 
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第４章 中長期の経済財政運営 

 

２．持続可能な社会保障制度の構築 

（社会保障分野における経済・財政一体改革の強化・推進） 

 （略） 

     また、難聴対策、難病対策、移植医療対策、慢性腎臓病対策、アレルギー疾

患対策、メンタルヘルス対策、栄養対策等を着実に推進する。 

     （略） 

次期診療報酬・介護報酬・障害福祉サービス等報酬の同時改定においては、

物価高騰・賃金上昇、経営の状況、支え手が減少する中での人材確保の必要性、

患者・利用者負担・保険料負担への影響を踏まえ、患者・利用者が必要なサー

ビスが受けられるよう、必要な対応を行う。その際、第５章２における「令和

６年度予算編成に向けた考え方」2を踏まえつつ、持続可能な社会保障制度の構

築に向けて、当面直面する地域包括ケアシステムの更なる推進のための医療・

介護・障害サービスの連携等の課題とともに、以上に掲げた医療・介護分野の

課題について効果的・効率的に対応する観点から検討を行う。  

 

 
2 第５章２②で引用されている骨太方針 2021 においては、社会保障関係費について、基盤強化期間にお

ける方針、経済・物価動向等を踏まえ、その方針を継続することとされている。 


